途上国における自然災害の経済分析に向けたデータ収集方法—研究展望とパキスタンの事例— by 黒崎 卓
途上国における自然災害の経済分析に向けたデータ
収集方法 研究展望とパキスタンの事例 
著者 黒崎 卓
権利 Copyrights 日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア
経済研究所 / Institute of Developing
Economies, Japan External Trade Organization
(IDE-JETRO) http://www.ide.go.jp
雑誌名 アジア経済
巻 53
号 4
ページ 49-68
発行年 2012-04
出版者 日本貿易振興機構アジア経済研究所
URL http://hdl.handle.net/2344/00006998
49『アジア経済』LⅢ4（2012.6）
は じ め に
地震や洪水といった自然災害は，低所得開発
途上国においてとりわけ深刻な損失を家計や地
域経済にもたらす。村落内の相互保険や資産取
り崩しなどの自己保険を通じて家計固有ショッ
クの影響が一時的なものにとどまることが多い
のに対し［Townsend 1994; Fafchamps 2003; Dercon 
2005］，自然災害のように地域社会内部で保険
し切れない経済ショックは家計や地域経済に長
期的な損失をもたらす可能性が高い［澤田 
2010］。さまざまな蓄え・備えや早期警報・警
戒システムが不足し，そもそもの生活水準が低
いがゆえにわずかな厚生の低下も危機的な結果
となりうるのが低所得開発途上国であるから，
地震や洪水といった自然災害は，そのような途
上国においてとりわけ深刻な損失をもたらすこ
とが危惧される。しかも近年，世界規模での自
然災害が増えているという報告もある（注１）。し
たがって，途上国におけるこのような自然災害
に関して，被害の階層間・地域間の分布，災害
からの回復度合いの家計間の差異とその決定要
因，回復が単なる復旧ではなく新たな均衡への
復興のプロセスとみなせるかどうか，等々の経
済的な問題を分析するニーズが高まっている。
では，このニーズに応えるために，どのよう
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地震や洪水といった自然災害は，低所得開発途上国においてとりわけ深刻な損失を家計や地域経済
にもたらす。本稿は，途上国における自然災害からの復旧・復興のプロセスに関して経済的に分析す
るうえで，どのようなデータ収集方法が有効かについて検討する。地域研究者が比較優位をもつタイ
プのデータと，開発経済学者が優位をもつタイプのデータとを比較したうえで，筆者が実施してきた
パキスタン農村調査対象地域における洪水からの回復過程を事例とした具体的な検討を加える。２つ
のタイプのデータは相互補完性が高く，それらを組み合わせること（理想的には同じ地域のある自然
災害に関して両方のタイプのデータが収集されること）により，途上国の経済発展と自然災害に関す
る理解が深まることが期待できる。
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なミクロデータが必要であり，そのデータはど
のようにすれば効果的に収集できるのであろう
か。残念ながらこの点についてまとまった議論
をしている既存文献を，筆者は寡聞にして知ら
ない。そこで本稿は，途上国における自然災害
とそこからの復旧・復興のプロセスに関して経
済的に分析するうえで，どのようなデータを収
集し，それをどのように利用することが有効か
について検討する。
第Ⅰ節で詳しく紹介するように，途上国にお
ける大規模災害を経済的に分析した既存研究は，
用いられているデータの収集と災害のタイミン
グという点で，大きく３つに分類できる。⑴災
害後に現地に入り，詳細な災害前情報を回顧的
に収集するアプローチ，⑵詳細な調査を実施し
ていた地域を事後的に災害が襲い，災害後にも
調査を進めて災害前後の情報を収集するアプ
ローチ，⑶人口センサスあるいは代表性ある大
規模標本家計調査のなかに含まれる災害情報を
活用したアプローチである。経済分析に関心を
もつ地域研究者の多くは，モノグラフ的情報と
それに対応した詳細な村落・家計レベルの定量
情報を集めることに比較優位をもっているため，
自然災害研究においても，第２のアプローチを
とる傾向がみられる。第１のアプローチもない
わけではないが，第３のアプローチはみられな
い。他方，計量経済学的分析を前提とした開発
経済学者の場合，分析にある程度の標本数が必
要なため，圧倒的に第１のアプローチが多く，
これに加えて第２や第３のアプローチもみられ
る。それぞれのアプローチには，強みと弱みが
存在し，一概にどのアプローチが優れていると
は言い難い。
むしろこれらのアプローチを補完的に利用す
ることにより，途上国における自然災害の経済
分析が深まるのではないか。このような動機に
基づき，第Ⅱ節においては，筆者が実施してき
たパキスタン農村調査対象地域における2010年
の洪水を事例とした具体的な検討を加える。パ
キスタンは，2010年の７～８月に未曾有の規模
の洪水に見舞われ，全国の121県中84県が被災
し，被災者総数は2000万人を超えた［UN 2010, 
1］。2011年と12年それぞれ初頭に筆者らが実施
したパイロット調査データを用い，1990年代に
実施した調査に基づくモノグラフ的情報と詳細
な家計パネルデータから得られる推論も加味し
て，この洪水被害からの復旧・復興過程と農村
経済の長期変容について第Ⅱ節にて考察する。
したがって，本稿の扱う課題は自然災害への
地域研究アプローチに関する網羅的な試論を目
指すものではないし，自然災害に関するデータ
収集方法としての総括的な議論を試みるもので
もない。前者に関しては，たとえば，途上国が
自然災害に見舞われた際に，その地域を対象と
してきた地域研究が蓄積した「知」が，外部か
らの支援をより効果的に進めるために被災地域
への支援体制を緊急に設計するうえでどのよう
な役割を果たしうるか，あるいはそのような
「知」が，早期警報・警戒システムを設計する
ことにどのように貢献できるかといった重要な
問題を扱わないことを意味する（注２）。また，後
者に関しては，自然科学者が収集するデータや，
先進国の自然災害を経済的に分析するうえでの
データ収集の事例について，本稿では取り上げ
ないことを意味する。応用経済学の分析手法と
いう観点からは先進国の災害を対象としたデー
タ収集も参考になるところは多いが，字数の制
限上割愛する。
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Ⅰ　研究展望とその利用データ
１．途上国における大規模災害に関する日本
の開発経済学での既存研究
途上国家計を襲うさまざまなショックがもた
らす経済インパクトに関しては，開発経済学に
おける近年の研究蓄積が著しい。途上国におい
て，けが・病気による失職や資産の盗難，家畜
の病死など，家計に固有な（idiosyncratic）リス
クに対して家計がどのように脆弱であるかにつ
いては，これまでにミクロ開発経済学の研究が
蓄積されてきた［Townsend 1994; Fafchamps 2003; 
Dercon 2005］。このようなリスクは，村落内部
での相互扶助や，インフォーマル信用などを用
いてかなりの程度，保険されていることが明ら
かになってきた。
これに対し，大規模な災害，とりわけ自然災
害に対する家計の脆弱性については研究が限ら
れている。自然災害は村落構成員全員に影響を
及ぼすショック，すなわち地域的に集計的なシ
ョックであることが多く，したがって，村落内
部のリスクシェアリングではそもそも完全な対
応が不可能である。澤田（2010）の研究展望に
あるように，集計的な災害ショックに対して途
上国の家計がどのような厚生低下を経験し，そ
れがどのような経済メカニズムで説明され，脆
弱性を克服するために望ましい制度や政策がど
のようなものであるかについては，まだ十分解
き明かされていない。
この研究空白を埋めるべく，途上国における
大規模災害の経済的インパクトに関する実証研
究が近年増えてきた。これらの研究のうち，地
域研究的な視点が入ったものを，データ収集方
法に焦点を当てて，以下で選択的に展望した
い（注３）。日本の開発経済学においては，地域研
究的な視点，すなわち「自分のフィールド」を
もち，その調査地で繰り返し自らデータ収集に
携わる開発研究者が多いという伝統があり，
データ収集と仮説構築・定量分析作業とを完全
に分業する傾向の強い欧米の開発経済学とは対
照的である。そのため，本節の展望においては，
日本人研究者が関わった研究に限定して紹介す
る（注４）。
自然災害が途上国の経済に与えた長期的影響
を分析している地域研究的な成果として，小河
（2011）が注目される。この報告論文は，2004
年12月に生じたインド洋津波が，タイ南部沿岸
漁業システムをどう変化させたかについて，詳
細な調査によって明らかにしている。基礎と
なっているのは，2004年３月（津波前）の人類
学的調査と，津波後５回（2005年３月～2008年
12月）の調査であり，災害後３から４年の長期
の変化をとらえている点が，他のインド洋津波
に関する研究とは異なっている。これらのデー
タを通じて，インド洋津波によって沿岸漁業を
支える水産資源自体が顕著に劣化した結果，漁
民の漁業離れが進行していることが明らかに
なった。地域研究者による継続的な調査，すな
わち調査地域社会に関するモノグラフ的情報と，
災害前後の両方を含む詳細なパネルデータとが，
長期的変容をとらえることに有効であることを
示した論考と評価できる。
開発経済学をディシプリンとする研究者の中
にも，特定の調査地にコミットしてデータを集
めて，それを基に大規模災害のインパクトや復
興過程について分析しているものがいくつかみ
られる。たとえば，Nose（2011a; 2011b）は，同
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じく2004年インド洋津波に関しインドネシアの
アチェ漁村における漁船援助がもたらした変化，
Kogure（2012）はカンボジア・ポルポト内戦が
人的投資にもたらしたインパクト，黒崎（2011）
や Kurosaki and Khan（2011）はパキスタンの洪
水と旱魃の消費へのインパクト，櫻井ほか
（2011）はザンビア農村における大雨からの回
復過程，櫻井（2006）は隣国での内戦がブルキ
ナファソ農村にもたらした影響，高崎（2011）
や Takasaki（2011a）はフィジーにおける台風と
援助のインパクト，Takasaki（2011b）は同じ
フィジー農村における大がかりな出稼ぎ詐欺事
件のインパクト，Shoji（2010）はバングラデシ
ュにおいて洪水被害を緩和するために必要なマ
イクロファイナンス設計について，実証分析を
行っている。
２．既存研究におけるデータ収集方法
データ収集と災害のタイミングという点でこ
れらの研究を分類してみよう。第１のパターン
は，災害後に現地に入り，詳細な災害前情報を
回顧的に収集するアプローチである。上述の研
究では高崎（2011）がその典型となろう。調査
研究開始は，アミ台風がフィジーを直撃した
2003年１月から半年ほど後であり，2003年８月
から調査票を用いた調査が複数回実施された。
こうして集めたミクロデータを基に，高崎
（2011）や Takasaki（2011a）は，被害や援助の
配分と，それがフィジーの伝統的相互扶助制度
とどのように関連していたかを明らかにした。
澤田・庄司・サラス（2011）のインド洋津波の
インパクトに関する研究も，似たデータ収集戦
略をとっている。Nose（2011a）および Nose
（2011b）は同じくインド洋津波を題材とするが，
災害後の最初の調査（2005年）で回顧的に災害
前の情報を集めたうえで，07年，09年と２度の
再調査を行った。援助で漁民が手に入れた漁船
の品質が悪く，さらにそのことが判明するまで
に時間がかかったことに着目して，津波後の漁
民の職業選択や漁船購入行動に関する興味深い
実証分析を行っている。
第２のパターンは，詳細な調査を実施してい
た地域を事後的に災害が襲い，災害後にも調査
を進めて，災害のインパクトやそこからの回復
について分析した研究である。櫻井ほか（2011）
は，旱魃常襲地域に着目して詳細なデータ収集
を開始したところ，逆に大雨という予想外の災
害を経験することになった事例である。櫻井
（2006）は，国際機関などによるパネルデータ
収集の蓄積のあった調査地において，隣国でた
またま内戦が起きたことによる混乱，Sawada 
et al.（2009）は，速水佑次郎らによって継続的
に調査されてきた調査地［Sawada et al. 2012］が
台風に襲われた際のインパクトについて，それ
ぞれ分析している。すなわち詳細なパネルデー
タが経済学者を含む研究グループによって集め
られていたところに災害が生じたという研究例
である。Shoji（2010）が用いているデータは，
マイクロファイナンスのインパクト分析のため
に1990年代後半に調査開始されていた農村およ
び家計が，2004年の洪水後に再調査されたもの
なので，この第２のパターンに含まれる。高崎
善人によるフィジーの台風被災地における調査
では，調査対象世帯の多くが湾岸出稼ぎ勧誘に
応募しているのを不審に思った研究者が急きょ
出稼ぎ応募に関する詳細な質問を追加し，実際
に詐欺事件であったことが後に判明するという
事態が生じた。Takasaki（2011b）は，この詐欺
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事件という人災が，応募費用の損失という直接
の被害だけでなく，相互補助的な所得移転受け
取りが出稼ぎ収入を見越して詐欺が明らかにな
る前の時点ですでに減少していたという間接的
な被害を明らかにしている点が興味深い。デー
タ収集の面からは，詐欺事件後の調査が行われ
ていないという点でやや性格を異にするが，第
２のパターンの変形ともいうべきユニークな
データセットであろう（注５）。
最後のパターンとして，人口センサスあるい
は代表性ある大規模標本調査の中に含まれる災
害情報を活用したアプローチも挙げておきたい。
Kogure（2012）や黒崎（2011）の研究では，災
害に焦点を当てたデータではなく，人口センサ
スや，生活水準推計のための大規模標本家計調
査を用い，前者ではポルポト政権期に婚姻した
かどうかという生年に由来する制度の不連続性，
後者では地域間でバリエーションをもつ村落レ
ベルの自然災害ショックの情報を抜き出して，
強制結婚や自然災害のインパクトを計量的に検
証している。標本数が十分に大きく，焦点を当
てる災害の頻度がたまたま十分に高ければ，こ
のようなアプローチによる災害のインパクトの
分析が可能になる。
小河（2011）によるタイ南部でのデータ収集
は，この３つの分類では第２のアプローチに相
当する。地域研究的視点を強く持った研究者の
場合，第２のアプローチをとることが多く，加
えて第１のアプローチもある程度採用するとい
う傾向がうかがわれる。第２のアプローチの最
大の強みは，すでに収集を進めていた詳細な村
落・家計レベルの定量情報が災害前に関して得
られることである。ただし櫻井ほか（2011）に
特徴的に表れているように，災害は予測のつか
ないところに生じるため，研究の戦略として事
前にこのアプローチをとることは難しい面があ
る。また，計量経済学的分析を行う場合には，
十分な標本数と，災害被害ないしは回復に関す
る標本間の変動が確保できない恐れがこのアプ
ローチには存在する。地域理解を主として調査
が設計された場合，調査対象範囲が特定の地域
とその住民に限定される結果，地域横断的に発
生する自然災害は調査対象すべてに被害をもた
らすか，もたらさないかという両極端に流れが
ちであり，対照群と処置群それぞれにばらつき
があるデータを得ることが難しいからである。
対照的に第１のアプローチの最大の強みは，
自然災害に関する標本間の変動が十分大きくな
るようにデータを戦略的に設計して収集するこ
とが可能な点である。信頼に足る計量経済学的
分析を行うには標本間の変動が大きいことが不
可欠であるため，開発経済学者による災害の分
析では，第１のアプローチに基づくデータを使
うことが多いように思われる。これに加えて第
２や第３のアプローチもみられるのが開発経済
学者の傾向である。この第１のアプローチの場
合，一般に，回顧的質問がもたらす計測誤差や，
被災地に研究のための調査に入るタイミング設
定が難しいなどの問題が存在する。計測誤差を
少なくするための工夫については，ベトナムで
の鳥インフルエンザ被害に関して回顧的質問に
おける計測誤差について検討を加えた Nakata, 
Sawada, and Tanaka（2010）を参照されたい。
第３のアプローチは，計量経済学的分析を行
う研究者のみに限られる。標本数が一見多いが，
災害の分散がそれほど大きくないために実効的
な意味での標本数が少なくなりがちなことが悩
みの種となる。良いデータにめぐりあえて十分
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規
模
標
本
家
計
調
査
利
用
研
究
例
澤
田
ほ
か
（
20
11
），
 高
崎
（
20
11
），
 K
ur
os
ak
i 
et
 a
l.
（
2
0
1
1
）
，
 N
os
e（
2
0
1
1
a;
 2
0
1
1
b）
， 
Ta
ka
sa
ki
（
20
11
a）
小
河
（
20
11
），
 櫻
井
ほ
か
（
20
11
），
 櫻
井
（
20
06
），
 
S
aw
ad
a 
et
 a
l.
（
2
0
0
9
）
，
 S
ho
ji
（
2
0
1
0
）
， 
Ta
ka
sa
ki
（
20
11
b）
K
og
ur
e（
20
12
），
 黒
崎
（
20
11
）
災
害
前
デ
ー
タ
回
顧
的
質
問
に
よ
り
収
集
災
害
前
の
調
査
で
現
時
点
の
情
報
と
し
て
収
集
災
害
前
・
後
と
明
記
し
た
デ
ー
タ
収
集
は
行
わ
れ
な
い
こ
と
が
普
通
標
本
サ
イ
ズ
（
調
査
家
計
数
）
中
小
大
サ
ン
プ
リ
ン
グ
全
国
を
代
表
な
い
し
被
災
地
域
を
代
表
す
る
サ
ン
プ
リ
ン
グ
が
と
ら
れ
る
傾
向
少
数
の
調
査
村
の
悉
皆
調
査
な
い
し
そ
の
調
査
地
域
を
代
表
す
る
サ
ン
プ
リ
ン
グ
が
と
ら
れ
る
傾
向
全
国
を
代
表
す
る
サ
ン
プ
リ
ン
グ
パ
ネ
ル
デ
ー
タ
回
顧
的
情
報
と
の
組
み
合
わ
せ
で
の
２
時
点
疑
似
パ
ネ
ル
。
し
ば
し
ば
複
数
の
調
査
を
災
害
後
に
実
施
し
て
パ
ネ
ル
デ
ー
タ
化
災
害
前
後
の
２
時
点
パ
ネ
ル
。
し
ば
し
ば
複
数
の
調
査
を
災
害
前
や
災
害
後
に
実
施
し
て
長
期
パ
ネ
ル
デ
ー
タ
化
通
常
は
ク
ロ
ス
セ
ク
シ
ョ
ン
強
み
災
害
被
害
や
回
復
度
合
い
に
関
す
る
十
分
な
標
本
間
の
変
動
災
害
前
情
報
に
関
す
る
信
頼
に
足
る
情
報
，
調
査
地
に
関
す
る
定
性
的
情
報
の
豊
富
さ
，
調
査
地
と
研
究
者
と
の
間
の
信
頼
関
係
の
確
立
標
本
数
の
多
さ
，
統
計
的
代
表
性
弱
み
回
顧
的
質
問
に
お
け
る
計
測
誤
差
，
被
災
直
後
の
調
査
の
困
難
性
災
害
被
害
や
回
復
度
合
い
に
関
す
る
標
本
間
の
変
動
の
不
足
，
災
害
発
生
予
測
の
困
難
性
災
害
と
相
関
し
た
マ
ク
ロ
・
メ
ゾ
レ
ベ
ル
の
他
の
要
因
と
の
識
別
の
困
難
性
（
出
所
）
筆
者
作
成
。
 
 
（
注
）
各
セ
ル
に
入
れ
ら
れ
た
記
述
は
，
３
つ
の
タ
イ
プ
の
デ
ー
タ
を
比
較
し
て
の
相
対
的
な
特
徴
を
，
筆
者
が
整
理
し
た
も
の
で
あ
る
。
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に災害の分散が大きい場合でも，災害のインパ
クトとみなしているものが，実は，それを計測
している変数とたまたま相関が高かったマクロ
ないしメゾレベルの別の変数のインパクトを示
しているだけではないかという疑問を克服する
こと，つまり災害のインパクトが計量経済学的
に正確に識別されていると納得させることは，
容易でない。
それぞれのアプローチには，表１に整理する
ように，このような強みと弱みが存在し，一概
にどのアプローチが優れているとは言い難い。
継続的にある調査地を見てきた研究者が，これ
らのうち第１と第２のアプローチに近い複数の
データを組み合わせた場合，どのような分析が
得られるかを検討することが，次節の課題とな
る。
Ⅱ　北西パキスタン農村部の
2010年洪水被害の事例
１．調査の概要
本節では，前節で展望したデータ収集アプ
ローチのうち，第２と第１，すなわち災害前の
２時点について集めた詳細な家計パネルデー
タ・農村経済に関するモノグラフ的情報と，そ
のパネルデータがとられた農村を含むという意
味で地域的広がりが大きい災害後調査データと
を組み合わせることの意義について，具体的に
検討する。ただし本節で用いる災害後調査は，
標本や変数が少ないパイロット調査を災害後に
２度実施したものであって，前節における第１
のアプローチの典型例というわけではない。こ
のようなタイプのデータを組み合わせた分析は，
既存研究にはあまりみられない。
事例研究で用いるのは，パキスタン北西部，
2010年までは北西辺境州（North-West Frontier 
Province）と呼ばれ，同年４月の憲法改正によっ
て ハ イ バ ル・ パ フ ト ゥ ン ハ ー（Khyber 
Pakhtunkhwa）と州名を変えた地域（以下，KPK
州）のペシャーワル県（Peshawar District）農村
部において，筆者らが行ってきた調査データで
ある。その第１が，1996/97年度と1999/2000年
度に行った家計調査に基づく２時点のパネル
データ（以下，「パネル調査データ」）と，第２が，
2010/11年度と2011/12年度に行った2010年洪水
被害に関するパイロット調査によるパネルデー
タ（以下，「パイロット調査データ」）である（注６）。
1996年に調査を開始する際，村の人口規模，
民族的特徴，土地制度については似通っている
が，灌漑水準と市場向け活動の度合いについて
は対照的となる３つの村を選定した。1996/97
年度調査は，おおむねそれぞれの村を代表する
サンプルを120家計ずつ選定し，計355家計につ
いて詳細な情報を得ている。1999/2000年度の
再調査では，これらのうち304家計を再調査で
きた。こうして得られたのが，パネル調査デー
タである。筆者は1999/2000年再調査後も調査
地を定期的に訪れ，その変化についての定性的
な情報を集めてきた（注７）。
2010年の７～８月にパキスタンを襲った洪水
は，パキスタンの４つの州の中でも特に KPK
州に大きな被害をもたらした［Kurosaki et al. 
2011, 3］。大雨による鉄砲水が警報を出す間も
ないうちに人々を襲ったこと，インダス川の中
下流域に位置するために洪水にある程度慣れて
いるパンジャーブやスィンド州と異なり，洪水
の経験をほとんどもたない地域であったことな
どが，この州の被害を他州よりも大きくした。
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また，KPK 州政府は州内の24県を３つの被災
段階に分類しているが，ペシャーワル県は重度
被害県に指定された10県のひとつであった
［Kurosaki et al. 2011, Table 2］。
2010/11年度のパイロット調査では，詳細な
パネルデータを得た３村のうち，治安の悪化ゆ
えに外部研究者の立ち入りが難しくなった１村
を除く２村と，新たに追加された８村の計10村
を対象とした。パイロット調査では，1996年同
様の基準に加えて，洪水被害という点での変動
が大きくなるように，調査村を選定した。2010
年洪水は KPK 州の広範に被害を与えたが，す
べての村落が同じように被害を受けたわけでは
ない。そこでパイロット調査では，家屋および
インフラへの被害に関して調査前に情報を集め，
その被害が軽度から重度まで広がるように10の
調査村を選定した。村レベルの調査は，村長や
伝統的自治組織であるジルガ（Jirga）の構成員
など村全体についての知識が豊富な数人をイン
フォーマントとして，調査票を用いて実施した。
パイロット調査対象の10村すべてにおいて，
家計レベルの調査票を用いた調査を10世帯につ
いて実施した。集めた情報は，洪水前の状況，
洪水被害，援助受取，自己保険的対応，回復度
合いなどである。調査対象世帯を無作為に抽出
することを目指したが，洪水から間もない混乱
時期ということもあり，相対的に裕福で外部の
調査を受け入れやすかった家計が結果として多
くなった。また，パイロット調査の標本家計数
も少ない。これらの点で，パイロット調査は残
念ながら前節で展望した第１のアプローチによ
るデータ収集としては不満足なものとなってい
る。村の無作為抽出標本となっていないことに
対しては，各変数の平均ではなく，その変数が
村内部でどのように分散しているかに注目する
ことにする。大規模な災害後の農村家計調査で
は一般に，最も被害を受けた者が死亡したり挙
家離村したりする結果，サンプルから抜け落ち，
被害を過小に見積もる恐れがある。しかし今回
の調査10村での死者数は計５人で，家計の消失
を伴っておらず，パイロット調査までに家計全
体で離村したケースも観察されていない。
最初の2010/11年度パイロット調査は2010年
12月後半から11年２月にかけて実施され，2010
年末時点での情報を収集した。この１年後の情
報を集めるために，2011年12月末から12年１月
にかけて第２次調査を実施，同一の10村，100
家計をカバーした。こうして得られたのが，パ
イロット調査データである。村レベルでのこの
12カ月間の変化をみると，NGO による支援は，
建物再建に焦点を絞り，規模縮小して継続して
いた。ガスや電気などは10村で2010年末までに
復旧完了したが，道路は完全復旧したのが１村
のみで，８村においては2011年末でもまだほと
んど被災修復されていなかった。
２．洪水被害，援助受取，回復度合い
2010年に生じた未曾有の洪水が調査地にどの
ような変化をもたらしているかを考察する手始
めとして，まずパイロット調査の２時点データ
を検討する。表２の第４項に示すように，2010
年洪水は家屋，農地，作物，家畜などに被害を
もたらしたが，家屋や作物への被害が広範に生
じているのに対し，農地への被害（おもに農地
の流出），家畜への被害はそれほど広範でない。
そのため，被害を受けなかった家計も含めて計
算した平均被害額は，農地・家畜の当初資産額
に比較してそれほど大きくない。また，家計ご
途上国における自然災害の経済分析に向けたデータ収集方法
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7
2.
6
（
12
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0
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得
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0
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所
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本
文
に
て
説
明
し
た
パ
イ
ロ
ッ
ト
調
査
デ
ー
タ
を
用
い
て
筆
者
作
成
。
 
（
注
）
標
本
数
は
10
0（
各
調
査
村
か
ら
10
）。
「
ウ
ェ
イ
ト
付
け
し
た
統
計
量
」
は
，
各
調
査
村
で
の
標
本
家
計
抽
出
確
率
の
逆
数
を
ウ
ェ
イ
ト
に
用
い
て
計
算
し
た
。
　
　
１
）
調
査
の
１
は
20
10
/1
1年
度
の
第
１
次
パ
イ
ロ
ッ
ト
調
査
，
２
は
20
11
/1
2年
度
の
第
２
次
パ
イ
ロ
ッ
ト
調
査
を
意
味
す
る
。
 
　
　
２
）
大
家
畜
に
は
，
水
牛
，
牛
，
馬
，
ロ
バ
を
含
め
た
。
家
畜
に
は
大
家
畜
お
よ
び
そ
の
他
（
山
羊
，
羊
，
鶏
）
が
含
ま
れ
る
。
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との被害の差異をみると，初期時点での資産が
大きいほど被害が大きいことが確認できた
［Kurosaki et al. 2011, Table 10］。
表２の第５項に示すように，半数弱の標本家
計が，NGO による緊急援助，政府による緊急
援助，政府によるワタン・カード（復興のため
の所得移転）（注８）を受け取っているが，受取額平
均を合計しても標本家計の合計被害額の４ない
し５パーセント程度にすぎない。ただし援助の
額は，もともとの資産が少なく，それゆえに被
害額でみるとそれほど大きな被害ではなかった
が，家屋に大きな損傷を受けた家計にとっては，
その被害額の数割程度を補填する水準であり，
無視できない。2010年中の援助に関しては，村
落内部では，農地や家屋所有がもともと少な
かった階層，家屋被害が大きかった世帯に向け
られ，作物・その他資産への被害が大きかった
世帯ほど援助を受けていないこと，村長・ジル
ガ構成員といった伝統的リーダーであることは
援助を受ける確率に影響しないことなどが判明
している［Kurosaki et al. 2011, Table 17］。すなわ
ち援助の村内配分は，家屋被害が大きかった貧
困層におもにターゲットされていたことが計量
的に確認されたわけで，このパターンは，現地
でのニーズに適切に対応した配分だったと思わ
れる（注９）。
２度のパイロット調査では，それぞれ2010年
末と2011年末での回復度合いについて，被害項
目ごとに百分率で尋ねた。表３にその結果を示
す（注10）。2010年末の時点でみると，回復度合い
は作物で高く，家屋，農地，家畜では低くなっ
ている。2011年末の時点でみると，回復度合い
はすべての被害について改善している。作物と
家畜ではほぼ洪水前の水準まで復旧している反
面，家屋と農地については，改善したとはいえ
いまだ回復水準50パーセント以下の家計が多く
みられる。表２に示したように，この１年間で
調査世帯の世帯員数は平均で0.4人ほど増えて
おり，その主要因は出産である。第２次調査に
おいては健康面の聞き取りも行ったが，洪水に
由来する慢性的な疾患やトラウマによるストレ
スなどの被害はほとんど報告されなかった。
表３にみられる回復度合いの家計間ばらつき
が，どのような要因と相関しているかを検討す
るために，回復度合いを被説明変数，家計の洪
水前の資産に係る諸変数と，被害の大きさに係
る諸変数とを説明変数とする回帰分析を行っ
た（注11）。回帰分析では資産を広義にとらえ，世
帯員数と世帯主の教育年数（近代的人的資本），
伝統的指導層ダミー（伝統的人的資本），所有家
屋数，土地，家畜（物的資本）の６つの変数を
用いた。村内変動に焦点を当てるために，調査
村の固定効果（村ダミー）を説明変数に加え
る（注12）。前述したように被害の大きさは家計の
洪水前の資産によって内生的に影響される面が
あるため，被害の大きさを表す説明変数として
は，観察された被害額ではなく，村の固定効果
と家計の洪水前の資産変数に重回帰させたモデ
ル［Kurosaki et al. 2011, Table 10］から計算した残
差の予測値を用いる。
まず2010年末の時点での回復度合いを被説明
変数に用いた場合の推定結果が表４である。こ
の時点での回復度合いが相対的に高かったのは，
洪水前に広義の資産を多く有した家計（ただし
土地の係数は統計的に有意でない），被害が小さ
かった家計であることがわかる。家屋被害を例
にとると，村内の平均および家計の洪水前資産
水準から予測されるよりも10万ルピー大きな家
途上国における自然災害の経済分析に向けたデータ収集方法
59
表
３
　
20
10
年
末
お
よ
び
20
11
年
末
に
お
け
る
20
10
年
洪
水
か
ら
の
回
復
度
合
い
被
災
サ
ン
プ
ル
数
１
）
回
復
度
合
い
の
度
数
分
布
１
）
ウ
ェ
イ
ト
な
し
統
計
量
ウ
ェ
イ
ト
付
き
統
計
量
0～ 9%
10
～
19
%
20
～
29
%
30
～
39
%
40
～
49
%
50
～
59
%
60
～
69
%
70
～
79
%
80
～
89
%
90
～
99
%
10
0%
平
均
（
標
準
偏
差
）
平
均
（
標
準
偏
差
）
全
体
20
10
年
末
時
点
99
3
2
0
3
3
24
4
12
21
6
21
69
.0
（
25
.3
）
68
.8
（
25
.5
）
20
11
年
末
時
点
99
0
0
1
1
3
4
3
10
8
17
52
87
.3
（
18
.8
）
86
.3
（
19
.8
）
家
屋
20
10
年
末
時
点
87
3
0
1
14
3
31
1
10
2
0
22
60
.1
（
27
.8
）
57
.4
（
28
.9
）
20
11
年
末
時
点
87
0
0
3
3
1
8
3
3
12
6
48
83
.8
（
23
.3
）
84
.6
（
22
.9
）
農
地
20
10
年
末
時
点
19
5
0
1
2
0
2
0
0
1
0
8
55
.8
（
43
.8
）
59
.9
（
43
.6
）
20
11
年
末
時
点
19
2
0
0
1
0
1
2
0
4
0
9
74
.7
（
33
.4
）
74
.1
（
33
.7
）
作
物
２
）
20
10
/1
1年
度
R
ab
i作
75
5
0
0
1
1
6
1
4
2
2
53
84
.9
（
28
.8
）
88
.1
（
26
.8
）
20
11
年
K
ha
rif
作
75
1
0
0
0
0
2
2
1
0
0
69
96
.0
（
15
.2
）
97
.0
（
13
.5
）
20
11
/1
2年
度
R
ab
i作
75
0
0
0
0
0
0
1
0
4
0
70
98
.4
（
6.
4）
99
.5
（
3.
4）
家
畜
20
10
年
末
時
点
28
14
0
0
0
0
1
0
1
1
0
11
46
.4
（
48
.5
）
50
.5
（
48
.1
）
20
11
年
末
時
点
28
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
28
10
0.
0
n.
a.
10
0.
0
n.
a.
（
出
所
）
本
文
に
て
説
明
し
た
パ
イ
ロ
ッ
ト
調
査
デ
ー
タ
を
用
い
て
筆
者
作
成
。
（
注
）
１
） 
回
復
度
合
い
は
被
災
家
計
に
対
し
て
の
み
適
用
可
能
な
概
念
な
の
で
，「
回
復
度
合
い
の
度
数
分
布
」
の
合
計
は
「
被
災
サ
ン
プ
ル
数
」
に
等
し
い
。
　
　
２
） 
K
ha
rif
作
は
９
～
11
月
に
収
穫
さ
れ
る
モ
ン
ス
ー
ン
作
期
で
，
メ
イ
ズ
，
コ
メ
な
ど
が
主
作
物
。
R
ab
i作
は
３
～
６
月
に
収
穫
さ
れ
る
乾
期
作
で
小
麦
が
主
作
物
。
60
表４　2010年末における2010年洪水からの回復度合い
被説明変数：2010年末における回復度合い（％）
全体 家屋 農地
2010/11
Rabi 作物
家畜
家計の洪水前の資産
世帯員数 1.014** 1.005 5.080** －0.192 0.130
（0.452） （0.604） （1.862） （1.157） （2.753）
世帯主の教育年数 0.814** 0.524 1.263 －0.382 3.353
（0.395） （0.584） （1.766） （0.660） （2.525）
世帯主の伝統的指導層ダミー 11.494* 14.339 9.859 －7.181 －43.533
（6.689） （9.032） （17.330） （7.750） （31.511）
所有家屋数 －12.000 －8.972 9.727 －2.199 23.161
（8.042） （12.135） （23.789） （7.023） （27.709）
所有土地の市場価値（Rs.100,000） 0.039 0.027 0.017 0.003 －0.439
（0.028） （0.026） （0.028） （0.031） （0.382）
所有家畜の市場価値（Rs.1,000） 0.017 0.004 －0.013 －0.015 0.149*
（0.013） （0.017） （0.019） （0.027） （0.077）
洪水被害（Rs.100,000）１）
家屋 －2.102 －5.171*
（1.907） （3.009）
農地 －0.748 －0.577
（0.651） （1.161）
作物 0.023 －1.003**
（0.323） （0.397）
家畜 7.758 11.609
（10.048） （38.832）
その他 －5.818
（4.451）
合計
村の固定効果 全村 全村 村3,5 全村 村5,7
R2 0.370 0.321 0.837 0.443 0.414
全説明変数に関する F 値 4.54*** 3.04*** 17.81*** 4.74*** 4.10***
村の固定効果に関する F 値 4.69*** 1.26 4.24* 3.10*** 1.50
標本数 99 87 19 75 28
（出所）Kurosaki et al.（2011, Table 22）.
（注）かっこ内は Huber-White 標準誤差。村の固定効果を入れた OLS 推定（村の固定効果はその村の標本数が５以
上のときに入れた）。統計的有意水準１%（***），５%（**），10%（*）。
　　 １） 洪水被害は村の固定効果と家計の洪水前の資産に重回帰した残差の予測値を用いており，Kurosaki et al. 
（2011, Table 10）に基づく。
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屋被害を受けた家計は，家屋の回復度合いが
5.2パーセンテージポイント低いということに
なる。全体の回復度合いでみて興味深いのは，
世帯員数，世帯主の教育年数，世帯主の伝統的
指導層ダミーがすべてプラスの係数をもち，定
式化によっては統計的に有意なことである。世
帯員数は，復興に動員できる労働力の差を表し
ている。教育水準や伝統的指導層ダミーについ
ては，これらが高いほど復興の労働力を家計外
から調達しやすいことや，被害の少なかった遠
隔地からの支援が得やすいことを反映している
と思われる。
次に，それから12カ月経過した2011年末の時
点での回復度合いおよび2011年末までの回復度
合い変化を被説明変数に用いた推定結果を検討
しよう（表５）。表３で明らかなように，作物
と家畜についてはこの時期までにほぼ100パー
セント回復しているため，回帰分析は行わない。
表４のパターン，すなわち洪水前の人的資本は
回復にプラスで，洪水被害の残差予測値はマイ
ナスの係数をもつというパターンが散見される
が，個別係数の統計的有意性は落ちている。洪
水前資産（広義）のうち，所有家屋数の係数が
全体の回復度合いにマイナスの影響を与えてお
り，もともと家屋数が多かった家計が復興にや
や手間取っていることがうかがわれる。他方，
世帯主の教育水準や伝統的指導層ダミーの係数
は家屋被害からの復興に関して有意にプラスで
ある。
同じ表の右半分には，この12カ月中の回復度
合いの変化を，家計の洪水前資産と洪水被害の
大きさによって説明する回帰分析の結果が示さ
れている。第１次調査時点ですでに100パーセ
ント回復していた家計はそれ以上に回復できな
いため，回帰分析の標本から落とす。農地につ
いては，標本数が11というあまりに小さい数に
なってしまうため，回帰分析自体を行わない。
推定結果は，洪水前の人的資本や農地・家畜資
産の係数がマイナスであることを示しており，
その中のいくつかは統計的に有意である。家屋
被害からの回復と伝統的指導層ダミーを例にと
ると，このダミーが１をとる家計の回復度合い
の変化速度は，１年間に11パーセンテージポイ
ントほど鈍化したことがわかる。
広義の資産を多くもつ家計の復興が早いとい
う回復度合いのレベルを被説明変数とした回帰
分析結果は，不平等の拡大を懸念させる。しか
し，そもそもそのような高資産家計のほうが被
害も大きく，また，回復度合いの変化を被説明
変数とした分析結果にみられるように回復速度
は逓減している。他方，Kurosaki et al.（2011, 
Table 17）が示しているように，2010年中の援
助は，洪水前資産が低い階層に優先的に配分さ
れており，このこと自体は不平等縮小につなが
りうるわけだが，そもそも援助額は回復に足る
額ではないうえに，資産が低い階層への優先配
分の傾斜自体も非常に緩やかであった。これら
を総合すると，本稿に示す回帰分析結果は，洪
水からの回復過程が物的資産分布の顕著な変化
にはつながらないことを示唆していると解釈で
きよう。
３．1990年代調査データと合わせた場合の
解釈
以上のパイロット調査の分析結果は，予想せ
ぬ洪水という災害は生じたものの，洪水被害を
受けた物的資産の家計間分布がこれを機に，今
後大きく変動する可能性が低いことを示唆する
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ものであった。ではこのことをもって，当地域
が，洪水を契機に長期変容の過程に入った可能
性を否定してよいのであろうか。パイロット調
査データの分析だけでこの問いに答えを出すこ
表５　2011年末における2010年洪水からの回復度合い
被説明変数：2011年末における
回復度合い（％）
被説明変数：2010年末か
ら11年末にかけての回復
度合いの変化（％）
全体 家屋 農地 全体 家屋
家計の洪水前の資産
世帯員数 0.087 －0.046 3.153 －0.279 －0.319
（0.182） （0.319） （2.407） （0.321） （0.622）
世帯主の教育年数 0.271 0.626* 0.568 0.102 0.357
（0.205） （0.368） （2.477） （0.290） （0.379）
世帯主の伝統的指導層ダミー －1.525 14.750** －2.847 －2.157 －10.981*
（4.039） （5.835） （22.336） （4.664） （6.459）
所有家屋数 －9.089** －0.318 12.638 －3.859 1.612
（3.587） （9.771） （30.189） （8.130） （7.539）
所有土地の市場価値（Rs.100,000） －0.006 0.008 0.088 －0.037*** －0.012
（0.008） （0.015） （0.058） （0.012） （0.017）
所有家畜の市場価値（Rs.1,000） －0.003 0.000 0.027 －0.018*** －0.015
（0.004） （0.008） （0.033） （0.006） （0.012）
洪水被害（Rs.100,000）
家屋 －1.724** －2.935 1.651 －3.045
（0.863） （1.852） （1.285） （3.573）
農地 －1.060** 0.873 －0.709**
（0.524） （1.758） （0.348）
作物 0.066 －0.121
（0.117） （0.160）
家畜 3.941 2.441
（3.734） （6.305）
その他 －0.600 6.232**
（1.712） （2.643）
合計
村の固定効果 全村 全村 村3,5 全村 全村
R2 0.729 0.414 0.362 0.341 0.204
全説明変数に関する F 値 9.81*** 5.16*** 0.69 5.17*** 0.98
村の固定効果に関する F 値 12.01*** 4.07*** 0.34 3.21*** 1.16
標本数 99 87 19 78 65
（出所）本文にて説明したパイロット調査データを用いて筆者作成。
（注）表４参照。 右の２つのモデルでは，2010年末時点の回復度合いが100% 未満だったサブサンプルのみを使用。
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とは難しい。物的資産だけでなく人的資本も生
活水準を決定するうえで重要なこと，各種資産
だけでなくそれらを生産や消費に結び付ける制
度の特徴も重要であること，中長期的な資産の
動学プロセスがパイロット調査データだけでは
わからないこと，などがその理由である。そこ
で1990年代に実施したパネル調査データに示さ
れた農村経済の特徴と合わせての解釈を試みる。
所得リスクとそれがもたらす厚生変動に関し
ては，パネル調査データを用いて厳密な分析が
可能である。パネル調査地の農業生産は，灌漑
が進んだ村では蔬菜づくりや果樹育苗といった
商業性の高い作物がおもに作られ，天水農地で
は小麦やメイズといった自給性の高い作物の比
率が高かった。販売方法は農民による商人への
個別販売が主で，協同組合運動は1970年代に失
敗して以来，当地では広がっていない。建設業
や商店，小規模製造業・サービス業といった非
農業も雇用の重要な比率を占めるが，量的には
日雇い建設労働が主であり，恒常的就業はそれ
ほど多くない。農業および日雇い建設労働にお
いては，毎年の所得変動リスクが無視できず，
所得変動は消費の変動につながった［黒崎 
2009, 147］。すなわち消費で測った貧困の流動
性は高かった。
他方，物的資産のうち額が大きく細かく分割
することが難しいもの，すなわち土地や家屋，
大家畜（水牛と牛）といった資産が短期的な消
費平準化のために売買されることは少なく，こ
れらの中核的資産をみる限り，流動性は少ない。
貧困線の前後に消費水準が来るような水準の資
産を有する家計が多く，彼らの中核的資産の変
動が小さいことに由来する。他方，これを上回
る水準の中核的資産を保有する家計が２割弱ほ
どを占め，村落経済の相対的上位層を形成して
いる（以下，この層を「中間層」と呼ぶ）。村長
やジルガ長，ジルガ構成員の多くはこの階層か
ら出自していた。中核的資産を多く有する家計
は，インフォーマル信用や自己の蓄え（山羊・
鶏といった小家畜を含む）などを活用すること
にも長けているため，家計固有要因による所得
低下を受けても，消費低下の度合いが少ないこ
とが判明している［Kurosaki 2006］。とはいえ極
端に大きな農地を所有する地主は稀で，地主小
作制度に関しては，相対的に農地を多く所有す
る農家が自作地主として数軒程度の小作農（同
じ村に居住）に土地を貸し出している例が若干
みられる程度である。言い換えると，自作農上
層と自作地主が村落経済の中間層に位置し，自
作農下層や土地なし家計からなる貧困線前後の
階層とある程度分断されているという構図は安
定していた（注13）。ただし貧困線前後の階層が中
間層に上昇する経路としては，中等教育以上を
終えて，非農業への恒常的就業に成功するとい
う経路が，細々とはいえ存在していた［Kurosaki 
and Khan 2006］。
以上の特徴は，1996年から2000年という時期
のパネル調査データに基づくものであるが，洪
水前の状況もこれと大差なかったと考えられる。
パイロット調査での洪水前の資産分布もまた，
貧困線の前後に消費水準が来るような水準の中
核的資産を保有している家計が分厚く存在し，
これを顕著に上回る水準の中核的資産を保有す
る家計が無視できない比率で存在するが，極端
に豊かな家計はみられないというパターンを示
していた。
すなわち，洪水前の調査地は，農地という伝
統的な物的資産と，教育という近代的な人的資
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本という２つの資産の蓄積水準によって，消費
水準が貧困線前後の多数の家計と，これを上回
る水準の資産を有する中間層によって構成され
るとみなすことができた。天水農業における生
産変動や病気・けがなどの所得リスクゆえに，
前者の階層の消費水準は毎年かなり変動したが，
中核的資産の売買は頻繁でないため，それが農
村経済の変容につながってはいなかった。教育
を蓄積する機会は，農地の蓄積よりも貧困層に
広く開かれていたため，教育を通じて非農業の
安定就業に成功した家計では，中間層への上昇
もみられた。中間層は，ジルガ構成員や村長と
いった伝統的指導層を出している階層でもあり，
このことがその階層の安定にもつながっていた
と思われる。
このような洪水前の社会構造の理解を踏まえ
て，パイロット調査の分析結果を検討すると，
2010年洪水は，地域経済を支えてきた資産，す
なわち農地という伝統的な物的資産と，教育と
いう近代的な人的資本や村長・ジルガといった
伝統的ネットワークに大きな打撃を与えること
がなかったがゆえに，作物や家屋に甚大な被害
を与えたにもかかわらず，農村経済は洪水前の
均衡に戻りつつあるという結論に至る（注14）。た
だしこの結論は，個別の家計において，洪水に
よって恒常的かつ極度の生活水準低下を被る例
が生じることを否定するものではなく，そのよ
うな家計に対する個別の政策的支援が必要であ
ることは言うまでもない。
本節で扱ったパキスタンの事例は，インド洋
津波によって沿岸漁業を支える水産資源自体が
劣化したタイ南部の事例［小河 2011］や，プ
レーリー地帯を襲った1930年代の砂嵐によって
農地が保水力を失って農業生産システムの再編
と人口移動が生じたアメリカの事例［Hornbeck 
2011］との好対照をなしている。大規模自然災
害が農村（漁村）経済を支える物的資産の恒常
的劣化を引き起こした結果，災害からの回復は
元の均衡への復旧にはなりえなかったのがタイ
とアメリカの例，恒常的劣化を伴わず，かつ資
産分布への攪乱も小さかったがゆえに，災害か
らの回復が元の均衡への復旧という様相を強く
みせているのがパキスタンの洪水の例なのであ
る。
結　び
本稿は，途上国における自然災害からの復
旧・復興のプロセスに関して経済的に分析する
うえで，どのようなデータ収集方法が有効かに
ついて検討した。本稿の前半部に当たる研究展
望では，災害後に現地に入り，詳細な災害前情
報を回顧的に収集するアプローチと，詳細な調
査を実施していた地域を事後的に災害が襲った
場合に，災害後にも調査を進めて災害前後の情
報を収集するアプローチの２つを中心に既存研
究を整理した。それぞれのアプローチには，強
みと弱みが存在し，一概にどちらが優れている
とは言い難い。
そこで本稿の後半部では，2010年に大洪水に
見舞われたパキスタン農村の事例に関し，両者
のアプローチを組み合わせた分析の可能性につ
いて検討した。おもに用いたのは，2011年と12
年それぞれ初頭に実施した10村100家計の洪水
に関するパイロット調査データである。この
データに表れた回復過程の家計間の差異につい
て解釈するうえで，1990年代に実施した３村の
パネル家計調査データとこの際に作成したモノ
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グラフ的情報とが不可欠であった。具体的には，
災害前の詳細かつ信頼できるデータに描かれた
農村社会の特徴を比較のベンチマークとするこ
とにより，今回の洪水の例が災害被害からの単
なる復旧とみなせるとの結論を導出することが
できた。
ただし，以上の結論に関する十分な定量的証
左を本稿にて示すことはできていない。とりわ
け，人的資本（教育および伝統的指導階層ダミー）
が援助受取確率を下げているにもかかわらず，
回復度合いを高めていることをネットワークに
よって説明している点については，実際に行わ
れている資源の移転や相互扶助の中身を明らか
にする作業が不可欠である。本稿で使用した
データの限界として，1990年代のパネル調査
データと今回のパイロット調査データ間で家計
が同定できないこと，どちらも標本数が小さい
こと，洪水前後の各種資産とそれぞれの収益や
ネットワークに関する情報が十分でないことな
どが挙げられる。より標本数と調査項目が多く，
洪水前の回顧的情報の質を上げることに十分な
配慮をした調査となるように，洪水後の調査を
設計すべきであった。パキスタンの洪水被害か
らの回復過程に関しては，今後の再調査，拡張
調査を通じて可能な限り，これらのデータ面で
の不備を補っていきたいと考えている。
本稿での展望結果から得られるデータ収集方
法への含意を最後にまとめたい。途上国におけ
る自然災害の経済分析を行ううえで，詳細な資
産とその収益に関する情報を含む（少数の）選
定村の悉皆調査が自然災害前に複数回，洪水後
に複数回あるのが，信頼に足るデータのひとつ
のタイプであると考えられる。このようなタイ
プのデータを提供できる潜在能力が一番高いの
は，地域研究者でなかろうか。しかしこのよう
なデータを，計量経済学分析に適した標本数で
収集することは，現実には不可能であろう。し
たがって，詳細な資産とその収益に関する情報
を含む標本調査を，多数の村落をカバーして災
害後に実施し，そのなかで丁寧に回顧的情報を
集め，継続調査を行って得られるデータが，も
うひとつのタイプの信頼に足るデータとなる。
このようなタイプのデータ収集に優位をもつの
はミクロ開発経済学者であろう。これら２つの
タイプのデータがさらに蓄積されること，理想
的には，同じ事例について両方のタイプのデー
タが収集されていくことにより，途上国の経済
発展と自然災害に関する理解が深まっていくと
考えられる。言い換えると，自然災害の経済分
析に向けたデータ収集において，地域研究者と
ミクロ開発経済学者の間での補完性は高いので
ある。
（注１）EM-DAT デ ー タ ベ ー ス（http://www.
emdat.be/natural-disasters-trends 　2011年10月25日
アクセス）による。
（注２）たとえば京都大学地域研究統合情報セ
ンターにおける「災害対応の地域研究」プロジェ
クトのウェブサイト（http://www.cias.kyoto-u.
ac.jp/project/saigai 　2012年２月７日アクセス）
を参照。また，このような考え方は，地域研究
の「知」を途上国の開発に活用すべきであると
いう日本学術会議（2008）の報告を，自然災害
に適用した議論でもある。
（注３）2011年２月号の『地域研究』（地域研
究コンソーシアム発行，第11巻２号）が「災害
と地域研究」の特集をしており，2004年12月の
インド洋津波に関する地域研究者の論考などが
集められている。ただしこの特集での主たる関
心は，地域研究の視点からみた災害の新しい理
解を提示することと，災害を扱うことによる地
域研究の新しい展開の方向性を探ることにある
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ため，本稿の課題とはあまり重ならない。
（注４）日本人研究者による研究に焦点を絞る
他の理由としては，日本では自然災害が多く，
このことが欧米あるいは途上国の開発研究者に
ない視点につながる可能性も挙げられよう。澤
田康幸による自然災害に関する一連の経済研究
（澤田［2010］の研究展望参照）からは，この視
点がうかがわれる。
（注５）大規模詐欺のような人災についての経
済分析を行うためのデータ収集においては，第
１のアプローチがあまり有効でない。詐欺に遭っ
た家計はその情報を正確に開示しないのが普通
だからである［Takasaki 2011b］。
（注６）前者についての詳細と，このデータを
用いて得られる貧困・脆弱性に関する知見に関
しては，黒崎（2009）や Kurosaki（2010）を参
照されたい。また，後者のうち2010/11年度調査
に つ い て は Kurosaki et al.（2011） や Kurosaki 
and Khan（2011）を参照されたい。2011/12年度
調査結果のディスカッション・ペーパーは http://
www.ier.hit-u.ac.jp/primced/ にて近く公開予定で
ある。
（注７）ただし３村のうち最も伝統的な社会を
維持していた天水農業村は，2001年の9.11テロ
以後，ターリバーンの影響などを強く受けて治
安が急激に悪化し，外国人はおろかパキスタン
人の共同研究者も訪問が難しくなったため，再
訪・再調査ができていない。
（注８）パキスタン連邦政府が州政府を実施機
関として実施しているスキーム。州政府の被災
認定を受けた洪水被害家族は，登録後，ワタン・
カード（Watan card）という ATM カードを受け
取り，２万ルピーずつ５回の分割払いで合計10
万ルピーを約束された。ただし最初の振り込み
は2011年２月にずれ込み，執筆時点では第２回
目の振り込みが部分的に始まっている状況で
あった。また，カード受益資格認定をめぐって
不正の噂が絶えない［Kurosaki et al. 2011, 4-5］。
なお第１次パイロット調査時の為替レートは，
US$ 1.00＝ Rs. 86ほどであった。
（注９）洪水前の土地所有や家畜などをコント
ロールしてもなお，作物やその他資産への被害
が大きいほど援助を受ける確率が低かったのは，
これらの被害が大きかった家計には，商業的農
業や自営アグリビジネス（養鶏，養蜂など）を
積極的に行っていた家計が多く含まれており，
地域の相対的富裕層であったために，援助のニー
ズが低い階層として援助配分の優先順位が低
かったことを示唆している。
（注10）このような主観的評価には計測誤差が
懸念される。そこで，第１回目の調査時に聞い
た被災前資産，被災後資産，第２回目の調査時
の資産を用いて回復度を別途計算したが，本稿
で報告するのとほぼ同じ結果が定性的に得られ
たため，計測誤差はそれほど大きくないと判断
する。
（注11）被説明変数は，０以上100以下の値し
かとらず，一度100パーセントの値をとればその
後は変化しないことが期待されるという特殊な
変数であるから，両側 tobit モデルや，100パー
セント達成か否かのダミー変数を用いた probit
モデルも推定したが，本稿で報告した OLS 結果
と定性的に同様となった。標本数が非常に小さ
いことから tobit や probit モデルでは漸近的な一
致性を期待できないため，OLS の推定結果を報
告する。
（注12）援助受取の有無や受取額（観察値およ
び家計初期属性で説明されない残差値）を説明
変数に追加した定式化も試したが，回復にそも
そも難のある家計に援助が内生的にターゲティ
ングされるセレクション効果と，援助が回復を
助ける効果とが混ざってしまい，統計的に意味
のある結果が得られなかった。
（注13）パネル調査データを用いて，期待値で
みた資産の動学［Carter and Barrett 2006, Fig.4］を，
Adato, Carter, and May（2006）の手法に基づき推
定した暫定的な結果もまた，貧困線付近の消費
水準に対応した低位均衡と，貧困線の２倍前後
の水準の消費水準に対応した高位均衡の複数均
衡を示唆するものであった。この暫定的な推定
結果について関心ある読者は筆者まで請われた
い。
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（注14）洪水のような大規模自然災害が農村経
済の長期変容を促す経路としては，物的・人的
資本分布の変化以外にも，生産や消費，流通な
どに関する制度の変化という経路がありえる。
生産という観点からは，土壌流出で農地が大き
な被害を受けた家計では復興に手間取っている
がその数は少なく，地域全体としては，洪水が
もたらした農地の肥沃化が化学肥料を代替した
こともあって，生産する作物の選択や生産技術，
生産性などに大きな変化は観察されていない。
復興を機に共同組合運動が起こる兆しも観察さ
れていない。
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